
気候変動に適応した治水対策検討の
基本的な方向について
【基本的認識・主要な論点】

資料３



関東地方 近畿地方

低平地に集積する人口・資産

我が国は、洪水時の河川水位より低い
約１０％の土地に
約５０％の人口と
約７５％の資産を抱えている。

（出典）国土地理院作成資料
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日本

フランス
（セーヌ川）

アメリカ
（ミシシッピー川）

イギリス
（テムズ川）

オランダ
（高潮計画）

1回／30～40年（大河川）
１回／ 5～10年（中小河川）
（当面の目標）

1回／100年 1回／500年 1回／1000年 1回／10000年

治水安全度の確保状況

達成率約60%（2006年）

完成（1988年）

達成率89%（2002年）

完成（1983年）

完成（1985年）

治水安全度の確保状況

諸外国と比較して低い整備水準
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・今後20年間に10年あたり約0.2℃の割合で気温が上昇することが予測されている。
・100年後では、地球の平均気温は1.8～4.0℃の気温上昇が予測される
・温室効果ガスが安定化したとしても、数世紀にわたって温暖化や海面水位上昇が続く

（出典）IPCC第４次評価報告書第１作業部会報告書政策決定者向け要約（気象庁）
・実線は、各シナリオにおける複数モデルによる地球平均地上気温の昇温を示す
・陰影部は、個々のモデルの年平均値の標準偏差の範囲

100年後、地球の平均気温は1.8～4.0℃の上昇

A1.「 高成長型社会シナリオ」
A1FI：化石エネルギー源を重視
A1T ：非化石エネルギー源を重視
A1B ：各エネルギー源のバランスを重視

A2. 「多元化社会シナリオ」
B1. 「持続的発展型社会シナリオ」
B2. 「地域共存型地域シナリオ」

４．０℃上昇

１．８℃上昇
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日本沿岸の平均的な海面上昇の推移

（出典）異常気象レポート２００５（気象庁）

1980年頃から2000年頃にかけて、約70mm水位上昇しており、なお上昇傾向が
見られる

上昇傾向にある日本沿岸の海面水位
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10回以下
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ベニス(イタリア) St Mark’s Squareの年間冠水回数(STERN REVIEW: The Economics of Climate Changeの記述を図化)

厳島神社回廊の年間冠水回数(厳島神社社務日誌より中国地方整備局作成)
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厳島神社回廊の冠水回数は、
1990年代は年間５回以下であっ
たが、2000年代には年間１０回
程度、また2006年には年間22
回も発生しており、なお冠水回
数は増加傾向にある。

ベニスSt Mark’s Squareの冠水回数は、20世紀はじめには年間10回以下であった
が、1990年までに年間約40回、1996年には年間約100回にもなった。

※現状において、地球温暖化の影響であるか
明確ではないが、 原因となっている可能性が
考えられる １

高潮による浸水回数の増加
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三大湾における海面上昇の影響

593

879

海面上昇後

１．５404人口（万人）

１．５577面積（k㎡）

倍率現状

593

879

海面上昇後

１．５404人口（万人）

１．５577面積（k㎡）

倍率現状※国土数値情報をもとに作成
※３次メッシュ（1km×1km）の標高情報が潮位を下回るものを図示。面積、
人口の集計は３次メッシュデータにより行っている
※河川・湖沼等の水面の面積については含まない
※海面が１ｍ上昇した場合の面積、人口の６０％分を増分として計算

平均海面が５９ｃｍ上昇した場合、三大湾（東京湾、伊勢湾、大阪湾）のゼロメートル地帯の
面積・人口は５割増大すると予測される。
（海面上昇量５９ｃｍは、ＳＲＥＳシナリオより予測される世界平均海面水位の上昇量の上限を想定）

東京湾

（横浜市～千葉市）

176万人 333万人
(現状) (海面上昇後)

270万人138万人 260万人

大阪湾

（芦屋市～大阪市）

(現状) (海面上昇後)

211万人

伊勢湾

（川越町～東海市）

90万人 126万人
(現状) (海面上昇後)

112万人
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・将来において、降水量の増加とともに変動幅が増大。
・今後数10年間は、夏季において、近年における過去最大の渇水となった平成６年と同様
な少雨がみられ、大渇水の可能性が予想される。
・一方、降雨量がかなり多い年が発生し、大洪水の可能性が増加。

（出典）水資源学シンポジウム「国連水の日－気候変動がもたらす水問題」発表資料,木本昌秀

日本の夏（6～8月）の平均降水量の推移 年

平均降水量の増加と変動幅の増大
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豪雨日数の増加

（出典）異常気象レポート２００５（気象庁）を元に作成

夏季の豪雨日数の経年予測
（日降水量100mm以上）

今後１００年間に、日降水量が１００ｍｍ以上となる豪雨日数は、現在の年３回程度から、最大
年１０回程度に増加すると予測される
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強い熱帯低気圧の増加
・過去３０年で強い熱帯低気圧の占める割合が増加
・西太平洋地域においてもカテゴリー4,5の熱帯低気圧が増加
・さらに、今後、熱帯低気圧の強度は強まると予測

（出典）ＩＰＣＣ第４次報告書第１作業部会報告書概要（公式版） ９



(Nohara et al., 2006)

1981-2000年平均に対する2081～2100年平均値の比(%)

２１世紀末の河川流量予測

（提供）：東京大学生産技術研究所 教授 沖 大幹 １０



世界の自然災害の被災者（種類別・期間別）
自然災害の種類別・期間別の年平均被災者数（1972～2006年、5年毎）
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（出典）All Countries, Year:1970-2006, Disaster Type別被災者(Affected)数 １１



渇水頻度増加

洪水頻度増加

渇水頻度変化

洪水頻度減少

渇水頻度減少

洪水頻度変化

21世紀終盤/20世紀

21世紀終盤

「渇水」＝日流量
が10パーセンタイル
閾値を下回る日の比

20世紀に「100年に一度」
の日流量が21世紀終盤
には何年に一度生じるか

Hirabayashi et al., HSJ, 投稿中

２１世紀末の渇水頻度及び洪水頻度の変化予測

（提供）：東京大学生産技術研究所 教授 沖 大幹
１２



海岸侵食に対し、国土保全上の観点から対策が必要

・海面上昇により予測される海岸侵食に対し、国土保全上の観点から対策が必要

（出典）：全国地球温暖化防止活動推進センター

（出典）：国土交通省

侵食前

侵食後

昭和５５年７月撮影

平成６１年５月撮影

昭和５５年から昭和６１年の間に、最大約１００ｍ汀線後退

海岸侵食事例（茨城県神栖市波崎海岸）
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緩和策と適応策は車の両輪

地球温暖化による気候変動への対策

ＣＯ２に代表される温室効果ガスの削減

気候変動枠組条約（1992年5月採択、1994年3月発効）
京都議定書（1997年12月採択）
美しい星５０（Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ５０）

チーム・マイナス６％

気候変動への緩和策と適応策を組み合わせることにより、
気候変動に伴うリスクをさらに低減させることが重要

国連気候変動枠組み条約の目的
「気候系に対して危険な人的干渉を
及ぼすこととならない水準において、
大気中の温室効果ガスの濃度を
安定化させる」ことを究極の目的に

①低平地、沿岸地帯等
堤防や防波堤、砂防関連施設の整備
洪水調整施設整備、容量の再配分
堤防等の信頼性向上

②水資源
水利用の効率化
貯水池等の建設による水供給量の増加
ダム、堤防等の設計基準の見直し

③食料
植付け・収穫等の時期を変更
土壌の栄養素や水分保持（能力）を改善

④人間の健康
公共の健康関連インフラ（上下水道等）を改善
伝染病の予想や早期警告の能力（システム）を開発

気候変動への緩和策

気候変動への適応策

適応策の例は、環境省パンフレット「ＳＴＯＰ ＴＨＥ 温暖化 環境省２００５」に追記

適応策の種類と事例

１４



Maeslantkering
(Maeslant Storm Surge Barrier) 

高潮堤やダムは、５０ｃｍの予想海面上昇を考慮した設計がなされ
ている。ロッテルダム近郊の高潮堤が海面上昇の影響を考慮した初
めての構造物として１９９７年に建造された。

オランダ

（出典）Ministry of Transport, Public Works and Water Management 

適応策の海外における事例
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米国

　ニュージャージー州で
は、気候変動対策で護岸
整備に毎年1,500万ドル
が割り当てられており、
州は将来護岸を必要とす
るような建設行為を禁止
している。

　４つの州で海面上昇時
に湿地帯および砂浜が内
陸に移動できるように、
「定期的地役権」方針を
導入した。

　ニューヨーク市では、
気候変動の影響を考慮し
て低地の汚水処理プラン
トの周辺に長期的なイン
フラ対策により洪水防護
壁の整備等を検討してい
る。

　ディアーアイランド排
水処理施設は、海面上昇
の影響で防壁を建設する
可能性を考慮して、当初
の予定よりも高い位置に
施設を建設した。

英国

オランダ

　高潮堤やダムは、50
cmの予想海面上昇を考慮
した設計がなされてい
る。ロッテルダム近郊の
高潮堤が海面上昇の影響
を考慮した初めての構造
物として1997年に建造さ
れた。

　Technical Advisory
Committeeは、海面が85
cm上昇し、100年に10%の
割合で暴風雨が増加する
とした最悪のシナリオ
で、今後200年間の安全
性を保証することを推奨
している。

オーストラリア

(出典) OECD： PROGRESS ON ADAPTATION TO CLIMATE CHANGE IN DEVELOPED COUNTRIES AN ANALYSIS OF BROAD 

　南オーストラリア州政府は、海面の30cmの上昇に対して、沿岸開発の100年間にわたる沿岸浸食に耐
えうる安全性確保を求めている。

実行中の対策事例

　すべての水の護岸構造に関する安全基準を定めて
いるFlooding Defence Actは、大臣により5年毎に
改定が求められているため、気候変動に関する最近
の見識を5年毎に洪水護岸構造の設計に反映。

　イギリスのテームズ川は、洪水防護基準を現状維持する場合、気候変動による海面上昇と高潮洪水地
帯での急速な宅地開発の影響で、2030年までに防潮堤の改修が必要になると予想されている。そのた
め、今後100年間のロンドンおよびテームズ河口保護のために、洪水リスク管理計画(Flood Risk
Management Plan)を現在策定中である。

ＯＥＣＤ報告書において、我が国は「影響の評価は進んでいるが、適応対応策の策定が遅滞している。」と
位置づけられており、諸外国においては、国土保全の観点から既に温暖化への対策が実施されている

海外における温暖化適応策の実施状況
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気候変動に適応した治水対策 基本的な考え方（案）

１．我が国は洪水や高潮災害等に対し、脆弱な国土であるにもかかわらず、治水の整備率は当
面の目標に対して約６割であり、先進諸国と比べ低い治水安全度。気候変動による海面上昇、
豪雨や台風の激化が想定され、洪水や高潮災害等からの減災のみならず海岸侵食の防止を
含めた国土保全の観点から、国が早期に適応策を立案することが必要。

２．適応策と緩和策は車の両輪。最も厳しい緩和努力でも、今後数十年間は、気候変化のさらな
る影響を回避困難。適応は特に短期的な影響への対処において不可欠であり、適応策の重要
性は明らか。

３．気候変動の影響について、解明されていないことや不確実性をともなうことがあるとしても、治
水の為政者として国の責任のもと、手遅れにならないよう、専門家の意見を聴いて妥当な適応
策を示す必要。

４．気候変動による様々な影響のシナリオを、順応的なアプローチを導入して設定し、適応策を
検討。この際、社会的状況の変化、投資余力、これまでの治水計画など治水施策による現状
や将来展望を十分考慮。

５．気候変動による様々な影響は、地球規模の課題である。我が国における優れた経験、施策、
技術を国際的に活用し、国際貢献を果たすことが重要。

基本的認識
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主要な論点
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気候変動に適応した治水対策 基本的な考え方（案）

主要な論点

（論点１） 気候変動による外力の変化量の設定について

（論点２） 水害、土砂災害、高潮災害等の頻度や規模などの影響について

（論点３） 水害、土砂災害、高潮災害等の変化が社会に及ぼす影響について

（論点４） 時間軸における順応的なプロセスのあり方について

近年、「総合的な豪雨災害対策の推進について（提言）」「洪水氾濫時・土砂災害発生時にお
ける被害最小化策のあり方」「ゼロメートル地帯の今後の高潮対策のあり方について」が、とり
まとめられ、治水施策の基本的な考え方が示された。

以下の主要な論点を示し方向性を定めるとともに、自然的状況や社会的状況、これまでの治
水施策や提言などを踏まえて、気候変動に適応する治水対策の基本的方向及び具体的施策
について検討し、とりまとめを行う

ところが、気候変動に適応する治水対策を考える上で、外力の変化、災害への影響、順応的
なプロセスなどを踏まえた基本的な論点整理が必要
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２１世紀末の日本における気温・降水量の予測

（出典）：地球温暖化予測情報第６巻（２００５）気象庁
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二酸化炭素倍増時の50mm/日降水と
同じ生じ易さの現状の降水強度

（mm/日）

変
化
小

将
来
強
雨 (安富ら、

CCSR-NIES 
AGCM の
結果に基づい
て作成。)

（提供）：東京大学生産技術研究所 教授 沖 大幹
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日本近辺(東経130～145度、北緯30～45度)
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(安富ら、CCSR-NIES AGCM の結果に基づいて作成)

温暖化時における50mm/d以
上の雨の降り易さは、現在の
約44mm/dの雨の降り易さと

同じ

超過確率の将来予測結果

（提供）：東京大学生産技術研究所 教授 沖 大幹
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年最大日降水量，東京
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Cross Validation-Log likelihood
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（提供）：東京大学生産技術研究所 教授 沖 大幹
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地球温暖化時の
1/50確率の
設計容量

現在の
気候条件下での

1/50確率の
設計容量

現在の設計容量

可能性のある災害規模
（例えば洪水の水位）

1/100
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現在の
安全度

災害を防ぐための施設の容量
（例えば堤防の高さ）

1/50

1/20

1/10

1/5

1/2

地球温暖化時の
安全度

気候変動
プレミアム
（水増し）

現状と同じ安全性が
“気候変動プレミアム”
によって確保される

同じ外力でも温暖化時には安全度が低下

（提供）：東京大学生産技術研究所 教授 沖 大幹

２４



順応的なアプローチ

予測値
実現象

時間

データ

時間

データ

データ

時間

2000年

Ｘ年

Ｙ年

Ｚ年

適応策策定

予測精度の向上

適応策見直し

適応策見直し

予測精度の向上
調査・研究の進展

調査・研究の進展

モニタリング

モニタリング

（出典）国土交通省作成
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